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企業向けサービス価格指数・2020年基準改定の基本方針 
 

 

■要 旨■ 

日本銀行では、現在、企業向けサービス価格指数の基準改定（現行の 2015年

基準指数から 2020年基準指数への移行）に向けた作業を進めています。過去の

基準改定では、経済・産業構造の変化を受けた調査対象サービスの拡充や、価格

調査方法の改善を通じた指数精度向上を実現してきました。今回の基準改定で

も、デジタル化の進展に伴う新しいサービスや重要性が高まっている無形資産

に係るサービスを中心に、調査対象サービスの拡充を検討しています。また、報

告者負担の軽減と指数精度向上の両立を図るとともに、他統計との整合性確保

を通じて、わが国統計の利便性・精度向上にも資するよう検討を進めています。

今般、こうした基準改定の基本方針が固まりましたので、これを公表し、広く皆

様のご意見を募集することとします。 

つきましては、以下の基本方針をご一読のうえ、ご意見・ご提案がありました

ら、2023年８月 31日（木）までに、下記までお寄せいただきますようお願いい

たします。日本銀行では、いただいたご意見等を踏まえて基準改定の最終案を作

成・公表予定です。なお、最終案を公表する際には、皆様からいただいたご意見

等もご紹介する予定ですので、匿名をご希望の方は、ご意見等をお寄せいただく

際にその旨をお書き添えください。 

 

日本銀行 調査統計局 物価統計課 

① 郵送：〒103-8660 東京都中央区日本橋本石町２－１－１ 

② 電子メール：post.rsd3@boj.or.jp 

（件名：「企業向けサービス価格指数の基準改定に関する件」） 
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１．はじめに 

日本銀行は、企業間で取引されるサービスを対象とした物価指数として、「企

業向けサービス価格指数（SPPI：Services Producer Price Index）」を作成・公

表しています1（図表１）。企業向けサービス価格指数では、1985年基準指数の公

表を 1991年１月に開始して以来、５年毎に基準改定を実施2しています。基準改

定では、指数基準年（指数水準を 100とする年）の更新、品目改廃（品目の新設、

廃止、分割、統合等）、総平均の内訳項目（類別や品目）のウエイト更新に加え、

既存の品目でも調査対象サービスの見直しや価格調査方法の改善などを行って

います。 

本稿では、企業向けサービス価格指数・2020 年基準改定の基本的な方針と、

その背景にある考え方についてお示しします。今回の基準改定のポイントは、以

下の３点です（図表２）。 

 第一に、「デジタル化の進展」を受けた新しいサービスや、研究開発投資など

の実態の捕捉が難しい「無形資産」に係るサービスを取り込むなど、経済・産業

構造の変化への対応です。 

第二に、オルタナティブ・データ等を活用した報告者負担軽減と指数精度向上

の両立です。 

第三に、わが国統計の利便性・精度向上を企図した、「サービス分野の生産物

分類3」と整合的な品目分類編成の設定です。 

以下では、今回の 2020年基準改定における、経済・産業構造の変化への対応

（第２節）、報告者負担軽減と指数精度向上に向けた取り組み（第３節）、わが国

統計の利便性・精度向上を企図した品目分類編成（第４節）、ウエイト算定方法

（第５節）の順にご説明します。 

                                                   
1 このほか日本銀行は、企業間で取引される財を対象とした「企業物価指数（CGPI：Corporate 

Goods Price Index）」を作成・公表しています。企業物価指数も概ね５年毎に基準改定を実

施しており、最近では、2022 年６月、従来の 2015 年基準から最新の 2020 年基準に移行し

ました。改定結果については「企業物価指数・2020年基準改定結果―改定結果の概要と 2020

年基準指数の動向―」（2022年６月、日本銀行調査統計局）をご参照ください。 

2 指数の基準時に関する統計基準（平成 22 年３月 31 日総務省告示第 112 号）では、「指数

の基準時は、五年ごとに更新することとし、西暦年数の末尾が０又は５である年とする。」

とされています。 

3 2019 年に総務省が、ＧＤＰ統計の精度向上を図るための取り組みの一環として、ＧＤＰ

統計推計（産業連関表の供給・使用表＜ＳＵＴ＞作成）に使用する各種統計調査を念頭に、

サービス分野の生産物の定義を統一化することを目的として、策定したものです。 
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２．経済・産業構造の変化への対応 

近年のサービス産業を取り巻く環境変化を振り返ると、第一に、「経済のデジ

タル化」の進展が挙げられます（図表３）。デジタル化の動きは目覚ましく、Ａ

Ｉなどの高度なツールやビッグデータなどを実際のビジネスに活用して、新し

いサービスが生み出されているほか、既存のサービスも高機能化が図られてい

ます。また、デジタルツールの進化は、移動を不要とするテレワークやウェブ会

議など、人々の「働き方の多様化」にも繋がっています。 

第二に、経済活動における「無形資産」の重要性の高まりが挙げられます。近

年、上述したデジタル技術の革新や、気候変動問題に対する意識の高まりなど、

企業活動に係る大きな環境変化が起きています。そうした中、企業にとって競争

力の源泉となる新しい技術への研究開発投資は、ますます重要となっています。

そして、研究開発投資の蓄積によって形成される特許権等の産業財産権や、著作

権などの「無形資産」は、企業にとって重要な収益源になっており、今後ますま

すその重要性が増していくとみられます。 

第三に、新型コロナウイルス感染症の影響です。感染症の拡大とそれに伴う行

動制限は、特に、対面型サービスに大きな影響を与えました。経済活動が大きく

停滞する中、価格面でも大きな影響を受けたサービスがみられる一方で、価格面

では変化がみられなかったサービスもあるなど、サービスによって価格の反応

に違いがみられたことも特徴的です。そのため、感染症の影響が大きいものの、

企業向けサービス価格指数で調査を行っていないサービスについて、価格動向

を捕捉しておくことは、将来への知見の蓄積の観点から重要です。 

今回の基準改定では、わが国経済を巡るこうした変化を、企業向けサービス価

格指数において適切に反映すべく取り組んでいく方針です。以下、具体的に説明

していきます。 

２－１．「デジタル化」「働き方の多様化」を受けた新しいサービス 

近年、官民共同でのインフラ整備やＩＣＴ利活用に関する様々な取り組みが

加速する中、わが国経済のデジタル化が進展しています。こうした動きを踏まえ、

2015 年基準・企業向けサービス価格指数では、検索サイトや動画配信サイトな

どネット媒体における広告を対象とした「インターネット広告」や、ポータルサ

イトに係るサービスなどを含む「インターネット附随サービス」、様々な経済活

動で利活用される「ソフトウェア開発」、また現金以外の新しい決済手段サービ

スなどの調査拡充を通じて、価格面の動きを適切に捕捉してきました（補論１）。 

その後も、単に既存のサービスをデジタル化するだけではなく、ＡＩなどの高

度なツールやビッグデータなどを利活用することで、既存のサービスには収ま
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らない新しいサービスも生まれてきています。また、デジタルツールの利活用は、

移動を不要とするテレワークやウェブ会議の普及など、人々の働き方の多様化

にも繋がっています。今回の基準改定でも、こうした新しい動きを捉えるべく、

新規品目や既存品目の調査拡充を通じて、価格動向を新たに捕捉することを検

討しています（図表４）。 

（１）物流ＤＸ 

物流業界では、グローバル・サプライチェーンの深化や小口・多頻度納品の増

加などにより、物流機能の高度化が求められています。同時に、人手不足や気候

変動問題に対応した、配送業務の更なる効率化も求められています。こうした環

境変化を映じて、物流業界では官民を挙げて、デジタル化を通じた物流のさらな

る高機能化・効率化の実現に向けた取り組みが進んでいます。そうした中で、例

えば、荷主企業に代わって物流戦略の企画・立案や物流システム構築を請け負い、

かつ実際の配送・保管業務も包括的に実行するサードパーティーロジスティク

ス（３ＰＬ）サービスが拡大しています（図表５）。市場規模は 2020 年には約

1.5兆円（総務省『経済センサス-活動調査』）となるなど拡大しています。また、

３ＰＬは、陸上・海上・航空貨物輸送サービスや倉庫サービスなどの物流機能を

提供しますが、それらを単一のサービスとして提供する場合と、物流戦略・シス

テムの立案・構築まで含めた包括的なサービスとして提供する場合とでは、価格

動向が異なる可能性があります。そうした考えのもと、新たな品目として調査を

開始する予定です。 

当サービスは、利用する企業に合わせてオーダーメードにサービスが提供さ

れるため、同じサービス内容の取引が繰り返し発生しないことから、通常の価格

調査は難しいという特徴があります。そのため、標準的と考えられる取引を想定

した「モデル価格調査4」を適用する予定です。そのうえで、当サービスは、今

後も変化が続くことが見込まれることから、適用している「モデル価格」が想定

するサービス内容が、その時点でも標準的か、定期的に確認していく方針です。 

（２）地図・地理情報の利活用 

デジタル・エコノミーでは、データの更なる利活用によって、新しいサービス

の創造が見込まれています。一つの例が、地図・地理情報の作成・提供サービス

の進化です（図表６）。例えば、詳細な地図データベースは、従来から自動車の

ナビゲーションシステムに使われてきたほか、将来普及が見込まれている自動

                                                   

4 ここで適用を検討している「モデル価格調査」は、オーダーメード型のサービスなど、同

じ取引が繰り返し発生しない（かつ、取引毎にサービスの品質が大きく異なる）ケースで、

仮想的な取引を想定し、その条件下（サービス内容、サービス提供先、取引条件等）でサー

ビスが提供された場合の価格を調査するものです。 
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運転の基盤となる情報でもあります。また、住宅や店舗などの詳細な地図情報に、

スマートフォンの位置情報を合わせることで、人流を詳細に把握・解析し、店舗

開発や不動産評価などのマーケティング等に使用するサービスも拡大していま

す。そこで、新たに品目を設定して、①詳細な地図・地理情報を整備したデータ

ベースを提供するサービスと、②地図・地理データベースを基にその他の情報も

活用したマーケティング等に資する情報提供サービスについて、調査を検討し

ています。 

（３）消費者向け無償サービスにおける企業間取引価格の捕捉 

デジタル・エコノミーでは、消費者には無償でサービスが提供される一方で、

集客効果等が見込める企業側がその対価を支払うビジネスモデルが多くみられ

ます（図表７）。例えば、検索サイトや動画共有、ＳＮＳなどのサービスは、消

費者は無料で使用できる一方で、使用者に配信される広告料を出稿企業から得

るというビジネスモデルです5。また、消費者が小売店で現金以外の手段で決済

を行う際、クレジットカードや電子マネー、ＱＲコード決済など様々な決済サー

ビスについて、都度手数料を支払うことなく利用できる一方、小売店舗が決済サ

ービスの対価（手数料）を支払うことが一般的です。このようなビジネスモデル

では、消費者が直面する価格は無料で一定であった場合でも、実際にはその背後

にある企業間取引価格は、需給バランスや競争環境などで変動し得ることにな

ります。こうした新しいサービスが拡大していく背後で、広告料や手数料等の企

業間取引が重要性を高めています。 

今回の基準改定でも、品目「インターネット広告」において、広告配信技術（ア

ドテクノロジー）の高度化によって増加した「運用型広告6」において、シェア

が拡大している「動画広告」や「ＳＮＳ広告」の調査拡充を図ります。また、ク

レジットカード・デビットカード手数料と電子マネー手数料を調査している品

目「リテール決済加盟店手数料」において、ＱＲなどのコード決済手数料を取り

込むなど、最新の情勢に即した価格調査となるように更新していきます。 

（４）「働き方の多様化」を受けた新しいサービス 

デジタルツールの進化は、官民による働き方改革の取り組みとも相俟って、テ

レワークやシェアオフィス利用の拡大など、人々の「働き方の多様化」にも繋が

                                                   
5 こうしたビジネスモデルは、民間テレビ放送局で、視聴者は無料で（テレビＣＭ付きの）

コンテンツを視聴できるものの、背後には、テレビＣＭ出稿企業がテレビ局に広告料を支払

うという企業間取引が存在している姿と類似しています。 

6 「運用型広告」とは、検索履歴や購買情報等の広告閲覧者データを解析し、広告効果の最

適化と広告収益の最大化の両立を図るタイプの広告です。詳しくは補論１の１．品目「イン

ターネット広告」をご覧ください。 
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っています（図表８）。例えば、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた行動

制限を契機に、テレワーク時の打合せ用途や出張の代替手段として、ウェブ会議

サービスが広く普及しました。こうした通信ネットワークを使用した職場環境

の整備に伴い、ネットワーク上で不正プログラムを監視・対策するサービスなど

のウェブセキュリティ・サービスに対する需要も高まっています。勤務場所とい

う観点では、遠隔地からの勤務形態が広がるにつれて、旧来型のオフィスの代わ

りに、シェアオフィスや貸会議室の利用も拡大しています。 

また、企業の採用活動や研修などの分野でも、デジタルツールを活用した新し

いサービスの拡大がみられています。例えば、採用活動では、求職者と企業側の

ニーズをＡＩなどのツールも使いながらマッチングさせることで、採用活動を

支援するダイレクト・リクルーティングが広がっています。また、「働き方の多

様化」に対応した研修を実現するために、オンライン研修サービスを取り入れる

企業も増えています。 

こうした新しいサービスについて、新規品目や既存品目の調査拡充を通じて、

価格動向を適切に捕捉することを検討しています。 

２－２．「無形資産」に係るサービス価格調査 

近年、デジタル化の進展や、気候変動問題に対する意識の高まりなど、企業活

動に関わる大きな環境変化が起きています。そうした中、企業はＤＸ（デジタル

トランスフォーメーション）やＧＸ（グリーントランスフォーメーション）を推

し進めており、競争力の源泉となる新しい技術の重要性がますます高まるもと

で、研究開発投資が増加傾向にあります（図表９）。また、映像や音楽、コミッ

クなどのソフトコンテンツは、スマートフォンの普及や通信の高速化等もあっ

て、ビジネス的な魅力がさらに高まっています。このように、研究開発投資の蓄

積によって形成される特許権等の産業財産権や、ソフトコンテンツの著作権な

どの無形資産は、企業にとってより重要な収益源になっていくと考えられます。

もっとも、こうした無形資産に係るサービスは、他の多くのサービスとは異なり、

取引の個別性が強いうえ、直接的に取引価格が存在しない場合があるなど、価格

調査の難易度がきわめて高い特徴があります。今回の基準改定では、企業の皆様

の協力を得ながら、無形資産に係るサービス価格調査に挑戦します。 

なお、今回の基準改定で取り込みに挑戦する無形資産に係るサービスについ

ては、価格調査の難易度や総平均指数に与える影響（ウエイト）の大きさなどを

考慮7し、まずは参考指数として統計の作成・公表を開始する方針です。データ

                                                   
7 「企業向けサービス価格指数」の主な目的は、企業間で取引されるサービスに関する価格

の集約を通じて、サービスの需給動向を把握し、景気動向を判断するための材料（景気動向

を測る経済指標）を提供することに加え、名目金額から価格変動要因を除去して実質値を算

出するデフレーターとしての機能もあります。後者のデフレーター機能は、基本分類指数と
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が蓄積され、指数動向の検証が進んだところで、基本分類指数への組み入れの是

非を改めて判断していく予定です。 

（１）研究開発投資 

競争力の源泉である研究開発投資の実態を把握することは、企業活動や景気

動向の把握のためにも不可欠な要素となっています（前掲図表９）。内閣府『国

民経済計算（ＳＮＡ）』でも、2016年末に行われた基準改定において、研究開発

の主な需要先として、中間消費から投資（総固定資本形成）に計上するよう変更

されました。また、日本銀行が調査する『全国企業短期経済観測調査（短観）』

でも、2017年３月調査より、研究開発投資額を公表しています8。企業向けサー

ビス価格指数でも、今回の基準改定で、新たに価格調査を開始することを検討し

ます（図表 10）。 

調査対象は、民間企業が主体となって行う「企業内研究開発」を検討していま

す9。そのうえで、わが国企業の研究開発投資の多くを占める製造業を中心に、

自動車や医薬品など、研究開発投資が盛んな業種を抽出し、当該業種での研究開

発投資の実績が多い企業を中心に、調査を行います。 

調査価格は、企業内研究開発に係るコスト構造が業種や案件毎に異なること

を踏まえ、調査先企業毎に代表的な研究開発を想定した「モデル価格調査」を採

用します（図表 11）。そのうえで、企業内研究開発のモデル価格は、「投入コス

ト」に「マークアップ」を乗じたものと定義します。他の企業などから研究開発

を受託した場合に、取引価格として「投入コスト」に「マークアップ」を乗じた

価格を企業が設定することは、多くのサービス取引と同様です。自社内で研究開
                                                   

参考指数、どちらの形態で公表しても支障ありません。一方、前者の観点から、基本分類指

数（総平均）へ新しいサービスを組み込む際は、①価格のボラティリティの大きさ（実勢を

伴わない平均価格の振れにより景気判断が左右される可能性）や、②速報から月次遡及期間

内の公表までに生じる改定幅の大きさ（景気判断の方向性が月次遡及期間内の訂正に伴い

都度変更される可能性）などに、十分留意する必要があります。2020 年基準改定では、新

たに取り込む無形資産に係るサービス価格については参考指数として公表を開始します。

あわせて、企業内研究開発および当該サービスと同じく参考指数である卸売サービス価格

を総平均に含んだ場合の指数についても、参考指数として公表する予定です（詳しくは別添

参照）。 

8 研究開発投資の特徴や短観におけるデータの特徴等については、増島綾子、鷲見和昭「短

観における『研究開発投資』の見方―データの特徴点やクセを中心に―」（日銀レビュー、

2023年 1月）をご参照ください。 

9 わが国全体での研究開発投資の約３割は、大学や国立研究機関など（「自然科学研究機関」

「人文・社会科学研究機関」）によって実施されています。もっとも、企業向けサービス価

格指数や企業物価指数の調査先と今回の対象先が概ね重複しているという実務的な要因か

ら、2020 年基準は、大学・国立研究機関等による研究開発投資は調査対象外とし、企業内

研究開発投資から調査に着手することとしました。なお、例えば企業と大学の共同研究の場

合、企業が行っている分の研究開発投資は、取り込まれることになります。 
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発を行う場合は、実際の取引価格は観察されませんが、外部委託される研究開発

と同種の事業活動の価格であることから、「投入コスト」に「外部委託を受けた

場合の仮想的なマークアップ」を乗じた価格と定義します。このような、調査価

格設定の考え方は、実際に研究開発を行っている企業の実感と合致しているほ

か10、研究開発のデフレーターを作成している米国の統計当局の考え方11や、総

務省『産業連関表』や『国民経済計算（ＳＮＡ）』における研究開発投資の名目

値の計上方法とも整合的です12。 

より具体的な調査設計としては、調査開始時に個社毎の代表的な研究開発投

資のコスト構造（①人件費、②部材費、③外注費、④研究設備の減価償却費など）

を聴取します。そのうえで、定期的な調査では、コスト構成要素の価格動向13を、

コスト構成ウエイトで加重平均することでコスト価格を作成し、それに企業が

設定するマークアップ14を乗じることで、研究開発サービスの価格を算出します。

また、価格調査では、原則、コストの多くを占める「人件費（基本給の上昇率）」

と、加算すべき「マークアップ」のみを調査先企業に回答いただき、その他のコ

スト構成要素の推移は物価指数（インフレーター）を適用することで、報告者負

担の軽減も図ります（詳細は３－５参照）。 

 

                                                   

10 自社内で研究開発を行う場合の価格を算出する際には、調査先企業の内部管理体制や価

格設定方法を踏まえて、仮想的なマークアップ率を設定しています。具体的には、調査先企

業から適当であると聞かれた、①外部から受託した案件の平均的なマークアップ率、②目標

／実績の売上高営業利益率（実績値の場合、必要に応じて移動平均値を採用）、③社内で認

識されているハードルレート・加重平均資本コスト（WACC：Weighted Average Cost of 

Capital）、などを想定マークアップ率として採用しています。 

11 米国ＧＤＰにおける研究開発デフレーターを作成している米国商務省経済分析局（ＢＥ

Ａ）も、投入コスト積み上げ方式でデフレーターを作成しています。そのうえで、マクロ変

数で作成している米国では、品質変化の影響について、ＴＦＰを用いて調整しています。本

稿の案では、個別調査を行う上で明確な品質変化がみられた場合（例えば、研究開発内容・

体制の変更により明確にコスト構造やマークアップが変化した時など）には、調査価格単位

で品質調整を行います。 

12 『産業連関表』や『国民経済計算（ＳＮＡ）』における企業内研究開発の名目値は、①総

務省『科学技術研究調査』におけるコスト費用額（人件費、原材料費、リース料等）に、②

財務省『法人企業統計』の売上高営業利益率を用いて算出されるマークアップ率を乗じ、③

資本減耗を調整して算出しています。 

13 ①人件費は、基本給（調査企業のベア率）とボーナス（該当業種の毎月勤労統計・特別給

与の推移。ただし、季節性を均すために移動平均値を用いる）の合計を、②部材費は、該当

するＣＧＰＩ価格指数（商品群「自動車部品」など）を、③外注費は該当するＳＰＰＩ価格

指数（品目「専門技術者派遣」など）を、④研究設備の減価償却費は、償却期間を考慮した

ＣＧＰＩ価格指数（類別「業務用機器」など）を用いることを原則とします。 

14 マークアップは、①自社内研究開発の場合は、委託を受けた場合の仮想的なマークアッ

プを、②外部から委託を受けた場合は、実際のマークアップを使用します。 
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（２）知的財産ライセンス調査の拡充①：国内の産業財産権ライセンス 

わが国企業は、海外生産の拡大などを進めた結果、特許権等の「産業財産権ラ

イセンス」のクロスボーダー取引を多く行ってきました。そうした情勢を鑑み、

企業向けサービス価格指数では、2015 年基準改定を機に、知的財産ライセンス

のうち「産業財産権ライセンス取引の輸出入価格（海外企業への／からのライセ

ンス供与）」の調査を行っています（図表 12）。一方、国内における産業財産権

ライセンス取引は、クロスボーダー取引に比べて相対的に規模が小さかったこ

とから、前回基準改定では指数への取り込みを見送りました。もっとも、新しい

技術の重要性が高まるもとで、今後、国内においても産業財産権ライセンス取引

の重要性はより高まっていくと考えられます。実際、『経済センサス-活動調査』

でも、2020 年分から、知的財産ライセンス取引の国内生産額を新たに調査する

など、統計面での対応が進められています。企業向けサービス価格指数でも、国

内の産業財産権ライセンス取引価格について、新たに調査することを検討しま

す。 

調査対象は、国内で産業財産権ライセンス取引が多くみられる、医薬品を含む

化学や、生産用機器などの一般機械、電子部品デバイスや家電などの電気機器、

さらに自動車などの輸送用機器といった業種が中心となる予定です。 

調査価格は、原則、調査先企業の実際のライセンス供与形態に合わせて設定し

ます（図表 13）。国内における産業財産権取引を大別すると、①ロイヤリティ制

（特許権等を用いて生産した製品の「売上高」に「ライセンス料率」を乗じて「ラ

イセンス額」が決定）、②従量制（特許権等を用いて生産した製品の「販売数量」

に「ライセンス料」を乗じて「ライセンス額」が決定）、③定額制（一定期間の

生産活動に供する場合の「ライセンス額」が固定）の３種類に分類されます。例

えば、輸出入の調査でも多くみられる①ロイヤリティ制の場合、原則、知的財産

を用いて生産される製品を特定したうえで「ライセンス料率」を調査先企業から

聴取し、その製品に対応する物価指数をインフレーターとして乗じることで、指

数を作成します。なお、2015 年基準中の知的財産ライセンス価格（輸出入）を

振り返ると、価格指数はインフレーターによって大きく変動しているものの、

「ライセンス料率」は概ね横ばい圏内で推移しました。調査先企業からは、国内

取引についても、輸出入取引と同様に、ライセンス料率は概ね横ばい傾向である

と聞かれています。 

（３）知的財産ライセンス調査の拡充②：著作権ライセンス 

スマートフォンの世界的な普及や通信の高速化等も背景に、流通チャネルの

拡大を伴いながら、映像や音楽、コミックなどのコンテンツ・ビジネスが拡大し

ています。また、デジタル化が進展する中で、ソフトウェアは、パソコンなどの
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情報通信機器だけでなく、産業機械や自動車など様々な機器でも使用されてい

ます。こうしたコンテンツやソフトウェアを収益化する仕組みが、無形資産の一

つである著作権ライセンス取引です（図表 14）。著作権ライセンス取引とは、著

作権者が、コンテンツやソフトウェアを利用したい企業に対して利用許諾を与

え、その対価としてライセンス料を得る仕組みです。著作権ライセンス取引の重

要性の高まりを映じて、2020年末に行われた『国民経済計算（ＳＮＡ）』の 2015

年基準改定では、新たに「著作権等サービス」が計上されました。企業向けサー

ビス価格指数でも、著作権ライセンス取引価格について、新たに調査することを

検討します。 

調査対象は、国内取引では、自動車や機械などで使われるソフトウェア、動画

配信やテレビ放送向けの映像コンテンツ、電子書籍ストア向けのコミック等の

出版物、音楽配信やテレビ放送向けの音楽コンテンツなどの、ライセンス価格を

予定しています。また、輸出取引では、ソフトウェアやコミック等の出版物を中

心に、輸入取引では、ソフトウェアや映像コンテンツのライセンス価格を中心に、

調査予定です。 

調査価格は、原則、調査先企業の実際のライセンス供与形態に合わせて設定し

ます。例えば、サブスクリプション配信にみられる「レベニューシェア制」の取

引（各コンテンツの視聴時間に応じて収益を分配）では「視聴時間あたりの単価」

を調査します。また、「ミニマム・ギャランティー制（「最低報酬」を支払い、そ

れを超過した場合には売上高等に応じて金額が決まる「ロイヤリティ制」で支払

う）」に基づく取引では、「最低報酬」と「ロイヤリティ料率」のそれぞれの価格

を調査します。さらに、著作権管理団体の使用料規定によって、細かい取引条件

に応じた使用料を定めている取引では、使用料規定（料金表）の「平均改定率」

を調査します。 

２－３．新型コロナウイルス感染症の影響の適切な捕捉 

（１）企業向けサービス価格指数における感染症の影響 

2020 年の新型コロナウイルス感染症の拡大は、様々な経済活動に影響を与え

ました（図表 15）。平時は、製造業に比べて、サービス産業は経済活動の変動が

小さい傾向があります。もっとも、コロナ禍での行動制限やその後の緩和局面で

は、サービス産業の経済活動が、より大きく変動しました。例えば、2020 年春

の行動制限下では、「生活娯楽関連サービス」や「運輸業」に大きな影響がみら

れており、特に、「航空旅客運送業」や「旅行業（旅行代理店が提供するサービ

ス）」は、ほぼ皆減となりました。 

こうした感染症による経済活動への影響は、企業向けサービス価格指数にも、
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様々な形で現れています（図表 16）。感染症拡大直後の 2020 年度上期の状況を

みると、「宿泊サービス」や「雑誌広告」は、行動制限等で需要が減少するもと、

価格も下落しています。また、「テレビ広告」も、感染症という不確実性が高ま

ったもとで出稿を手控える企業が多く、価格は下落しました。一方、「国際・国

内航空旅客輸送」「海上旅客輸送」、宿泊施設に供されることが多い「リネンサプ

ライ」などは、行動制限等で事業活動自体は縮小したものの、価格による調整は

ほとんどみられませんでした。また、「国際・国内航空貨物輸送」は、減便によ

る供給減少の影響が大きく、価格が大きく上昇しました。このように、感染症に

伴う行動制限下で、各サービスの価格は、ショックの波及の違いなどにより、

様々な反応を示しています。 

（２）感染症の影響の大きかったサービスの捕捉 

今回の基準改定では、感染症直後の事業活動へ与える影響が大きかったサー

ビスのうち、価格調査を行っていない「旅行サービス」と「スポーツ施設提供サ

ービス」について、新たに取り込みを図ります（前掲図表 16、図表 17）。感染症

という大きなショックが加わったサービスについて、事後的であっても価格面

の推移を捕捉しておくことは、将来への知見の蓄積という観点から重要だと考

えています15。 

① 旅行サービス 

企業間取引における「旅行サービス」とは、旅行代理店が、①出張を行う企業

に対して航空チケットなどを手配するサービスや、②ホテルや観光施設等へ（個

人客を含む）集客機能を提供するサービスです。2015 年の時点では約 1.9 兆円

（『産業連関表』、ただし家計向けを含む国内生産額）と、大きな規模を有してい

ました。しかし、上述のとおり、感染症の拡大直後の行動制限のもとでは、旅行

需要は皆減状態となりました。その後、個人旅行は政府の施策による後押しもあ

って国内旅行を中心に大きく回復していますが、ビジネス旅行は、ウェブ会議の

ような代替ツールの普及や、海外との往来の緩和が国内対比遅かったこともあ

り、回復は鈍いと聞かれています。こうした変動の大きい市場環境のもとでの価

格推移を捕捉すべく、今回の基準改定では、「旅行サービス」の取り込みを図り

ます。 

調査価格は、旅行代理店に対して、①出張などを行う企業向けに航空チケット

等を手配する際の「手配手数料」のほか、②ホテルや観光施設などに（個人客を

                                                   
15 2020年基準改定で取り込んだ新規品目については、現行基準から移行するタイミングで、

2020 年 1 月まで遡及して作成・公表いたします。このため、新型コロナウイルス感染症拡

大後の価格面への影響を捕捉するためには、今回の基準改定で新たに取り込む必要があり

ます。 
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含む）集客機能を提供した際の対価である「集客手数料」を対象とする予定です。 

② スポーツ施設提供サービス 

企業間取引における「スポーツ施設提供サービス」とは、原則、スポーツ施設

（スタジアムや運動場、プールなど）の所有者が、スポーツチームや大会運営本

部等の事業体に対して、スポーツ施設を提供するサービスを指します。もっとも、

実際の商流では、自治体などのスポーツ施設の所有者が、施設管理業務を行う企

業に運営を委託している場合も多く、かつ、スポーツ振興などの目的から実際の

施設利用者が支払う利用料を低く設定している（そうした運営契約を行う）場合

も多くみられます。 

このため、「スポーツ施設提供サービス」全体の価格を把握するためには、利

用者から直接徴収する「施設利用料」だけではなく、「施設運営委託料」につい

ても把握する必要があります。調査価格としては、①スポーツ施設所有者が、ス

ポーツチームや大会運営本部等の事業体に対して、スポーツ施設を提供する際

の価格を調査するほか、②自治体などが運営受託企業へ管理を委託する際の料

金について、調査することを検討しています。 

２－４．採用カバレッジの見込み 

企業向けサービス価格指数では、新しいサービスを取り込むことで、調査対象

を拡大してきました（図表 18）。2015年基準改定では、特に、卸売サービス価格

指数を取り込みました（補論２）。この結果、採用カバレッジ（企業間で取引さ

れるサービスの総取引額のうち採用サービスの取引額が占める比率）は、2010年

基準の 50.5％から 71.3％に大きく拡大しました。こうした企業向けサービス価

格指数のカバレッジ拡大は、財とサービスを統合的に集計して、最終需要と４つ

の中間需要に区分した物価指数である「最終需要・中間需要物価指数（FD-ID指

数）」の作成・公表に繋がりました16。 

今回の基準改定でも、「企業内研究開発」などの新規品目の取り込みなどによ

って、参考指数も含む採用カバレッジは約 70％から 70％台半ばまで拡大する見

込みです17。こうしたカバレッジ拡大は、デフレーター機能の改善という形で、

わが国の経済統計の精度向上に資するものと考えています。 

                                                   
16 「最終需要・中間需要物価指数（FD-ID 指数）」の詳細は、日本銀行 HP に掲載している

「＜サテライト指数＞最終需要・中間需要物価指数の解説」並びに、井上萌希・川上淳史・

高川泉・中野将吾・増島綾子・武藤一郎「財・サービス価格の統合：わが国における FD-ID 

型物価指数」（金融研究、2021年 10月）をご覧ください。 

17 『延長産業連関表』（2015年基準）と『経済センサス-活動調査』の 2020年データの反映

により変動する可能性があります。 



13 

３．報告者負担軽減と指数精度向上に向けた取り組み 

企業向けサービス価格指数では、基準改定の機会を捉え、より精度の高い指数

作成を目指して指数作成方法の改善に取り組むとともに、調査先企業の報告負

担軽減を図りながら、より効率的な指数作成も目指してきました（図表 19）。2020

年基準改定でも、オルタナティブ・データやウェブスクレイピングの活用による

報告者負担軽減と指数精度向上の両立を図るほか、品質調整の改善や効率的な

指数作成に向けた取り組みを進めていきます。 

３－１．オルタナティブ・データの活用（宿泊サービス） 

企業向けサービス価格指数の品目「宿泊サービス」では、企業が出張等で宿泊

施設を利用する際の、ビジネス宿泊の価格を調査しています（図表 20）。調査対

象の多くは、いわゆるビジネスホテルとされる業態の宿泊施設です。調査対象自

体は、企業が出張等で宿泊する際の宿泊費ですが、その際の価格は、観光需要も

含めた全体の宿泊需要の影響を受けます。実際、宿泊価格は日々頻繁に改定され

ており、宿泊施設は、地域毎に異なる需要動向などを踏まえながらダイナミック

に価格調整を行っている様子がうかがわれます。そうした価格変動の特性も踏

まえ、「宿泊サービス」の調査では、ビジネス宿泊が相対的に多い都道府県のビ

ジネスホテルなどの宿泊施設18を特定したうえで、実際の「平均客室単価（その

月の売上高を実稼働客室数で除した客室１室当たりの平均客室料）」を調査して

います。この調査では、指数精度がサンプル数に大きく依存することから、多く

の宿泊施設の皆様に調査をお願いせざるを得ないという調査負担の面での問題

も抱えています。 

そうした状況を鑑み、品目「宿泊サービス」の調査において、オルタナティブ・

データの使用を検討します。具体的には、民間の宿泊施設データベース（ＳＴＲ

社）から得られる、「平均客室単価」の使用を予定しています。その際、ビジネ

ス需要が多く見込まれるビジネスホテル等の宿泊施設に絞るほか、従来の価格

調査同様にビジネス宿泊需要の地域差も考慮するなど、ビジネス目的の宿泊価

格を適切に捉えられるように集計対象を調整します19。こうした調整を行っても、

                                                   

18 企業向けサービス価格指数では、平均的に１品目当たり約 25の調査価格で調査していま

す。品目「宿泊サービス」では、価格動向の地域差なども考慮して、平均的な品目対比多く

のサンプルを用いて価格調査を行っています。 

19 サービス統計作成機関の専門家による国際会議（Voorburg Group）でも、今回導入を検

討しているＳＴＲ社の宿泊施設データベースについて、宿泊料のオルタナティブ・データと

して議論されています。その議論では、サンプルサイズの拡大が可能であり、ウェブスクレ

イピングによる提示価格の調査よりも実際の契約価格を反映できるメリットがある一方で、

平均客室単価を算出する際の「品質固定」面で問題があると指摘されています。そうした議

論を踏まえ、ビジネス目的の宿泊価格を適切に捉えられるように、データベースから宿泊施

設の特性や地域差を考慮して集計対象を調整したうえで、平均客室単価を算出しています。 
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対象となる宿泊施設数は、従来調査の約 10倍に拡大する見込みです。 

カバレッジの拡大は、指数精度向上にも繋がると考えています（図表 21）。例

えば、関東圏、近畿圏、九州圏の従来の価格指数と、オルタナティブ・データに

よる新しい価格推移を比較すると、①３地域全体の推移は新旧指数で類似して

います。しかし、内訳をみると、②既往の調査でも相対的に多くのサンプルで調

査していた関東圏、近畿圏は概ね同じ推移となっている一方、③従来の調査では

サンプル数が相対的に少数にとどまっていた九州圏の指数動向は、新旧でトレ

ンドは一致しているものの、仔細にみるとやや異なった動きとなっています。こ

れを踏まえると、調査カバレッジの拡大によって、実勢をより適切に捕捉するこ

とが期待できると考えています。このように、新しいオルタナティブ・データの

活用によって、調査先企業の調査負担を軽減しながら、カバレッジ拡大による指

数精度向上を図ります。 

３－２．ウェブスクレイピングの価格収集への活用（駐車場賃貸） 

物価統計においても、ウェブスクレイピングの活用が進められています（図表

22）。特に、消費者段階の取引では、インターネット上に価格が提示される財や

サービスもみられ、実際の調査価格の収集への活用が進んでいます。もっとも、

企業間取引の場合、一般的に、「調査対象の個別性の強さ」や、企業間では相対

で決まる「取引価格の個別性の強さ」から、ウェブスクレイピングによって価格

を収集することは困難です。そのため、企業向けサービス価格指数や企業物価指

数では、ウェブスクレイピングの活用は、品質調整作業（ヘドニック推計に用い

るデータ収集作業等）といった調査価格の精査作業にとどまっており、調査価格

の収集自体には活用していませんでした。 

もっとも、一部の調査対象では、企業間でも消費者段階と同じ価格体系で取引

が行われるものがあり、料金がインターネット上に開示されていれば、ウェブス

クレイピングによる価格収集が可能になります。そうしたサービスの一例とし

て、駐車場の時間貸サービスが挙げられます。そこで、まずは品目「駐車場賃貸」

のうち時間貸契約分について、ウェブスクレイピングの導入を行います。 

品目「駐車場賃貸」では、企業が駐車場を①月極契約で借りる場合の料金と、

②時間貸契約で借りる場合の料金を調査しています20。そのうち、②時間貸契約

で借りる場合には、原則、一般消費者の駐車料金と同様の価格体系が適用されま

す。こうした時間貸駐車場を運営する企業の中には、ホームページ上に、各所に

ある時間貸駐車場の料金表を掲示しているケースがみられます。そこで、「駐車

                                                   

20 なお、今回の基準改定で、品目「駐車場賃貸」は、月極契約で借りる場合の「駐車場賃貸

（月極）」と、時間貸契約で借りる場合の「駐車場提供（時間貸）」への品目分割を検討して

います。詳しくは、４節をご覧ください。 
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場賃貸」のうち時間貸契約の価格調査において、ウェブスクレイピングによる価

格収集の活用を検討します。その際は、従来と同様に、駐車する地域（ビジネス

街／住宅地）や曜日（平日／休日）、時間帯（昼間／夜間）などの観点から、ビ

ジネス用途で多く使用される条件の固定などを通じて、企業向けサービスとし

ての価格を適切に捕捉する工夫を行います。こうした取り組みによって、指数精

度の確保と報告者負担の軽減の両立を図ります。 

３－３．品質調整の改善①（インターネット接続サービス） 

固定電気通信によるインターネット・アクセスサービスを対象とする品目「イ

ンターネット接続サービス」では、原則、通信プラン（通信速度）を固定した「銘

柄指定調査」による価格調査を行っています（図表 23）。この間、2000年代初に

光ファイバーを用いたインターネット接続サービスの提供が開始されて以降、

通信速度は高速化を続けており、足許では、10Gbps サービスの提供が開始され

るなど、速度向上に伴って当該サービスの品質が著しく上昇しています。本来は、

速度向上を品質改善として価格指数に取り込む（品質向上分は指数を低下させ

る方向に作用する）ことが適当だと考えられますが、こうした品質向上を通常の

価格調査で指数に反映することは難しいこともあって、実際の指数動向は、ほぼ

横ばいで推移しています。この点、米国では、ＰＰＩ品目「Internet Access 

Service」において、ヘドニック法21による品質調整を実施し、通信速度上昇に伴

う品質向上を捉えることで、価格指数が下落しています。こうした取り組みも参

考にしながら、今回の基準改定では、「インターネット接続サービス」において、

ヘドニック法による品質調整の導入を検討する予定です。 

３－４．品質調整の改善②（新聞広告と雑誌広告） 

広告の品質は広告の効果であり、それは広告をみる人数、すなわち広告閲覧者

数に関係すると考えられます（図表 24）。このため、広告閲覧者数が時間ととも

に相応に変化している場合、広告価格に対する品質の変化の影響に応じた調整

が必要になります。現行基準では、十分に信頼できる広告閲覧者数のデータが存

在し、広告料金と広告閲覧者数の関係が確認できる品目「テレビ広告」と品目「新

聞広告」について、広告閲覧者数による品質調整を実施しています。 

例えば、品目「新聞広告」では、広告単価の下落トレンドに、部数の減少が影

響しているとの指摘がありました。そうしたことから、「新聞広告」では、2010

年基準から、部数（≒広告閲覧者数）を用いた品質調整を行っています。具体的

                                                   
21 ヘドニック法は、新旧サービス間の価格差の一部が、これらのサービスの有する共通の

諸特性によって測られる品質差に起因していると考えられる場合、新旧サービスの諸特性

の変化から「品質変化による価格変動分」を定量的に推定し、残りの部分を「純粋な価格変

動分」として処理する方法をさします。 
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には、2010年基準では、広告単価が部数と概ね正比例の関係にあったことから、

部数で除した１部あたりの広告料金を調査価格としていました。もっとも、その

後は、電子版普及など、部数の減少ほどには新聞広告の効果が低下していないこ

とが聞かれるようになりました。そこで、2015 年基準では、部数の変化に対す

る新聞広告価格（段単価）の弾性値について簡易ながら推計を行い、このパラメ

ーターを用いて品質調整を行っています。その後も、最新のデータを用いて検証

を行い、パラメーターがさらに緩やかとなっていることが確認されていること

から、そうした検証結果を、随時品質調整に反映しています。 

品目「新聞広告」と同じように、部数の減少傾向がみられる中、広告価格の低

下がみられているのが、品目「雑誌広告」です。「雑誌広告」は、部数データの

入手時期が遅いという制約があり、これまで部数（≒広告閲覧者数）による品質

調整を行ってきませんでした。もっとも、2015 年基準中において、部数による

品質調整を行っている「新聞広告」の価格指数と、トレンドに大きな差が生じる

など、「雑誌広告」に対する品質調整適用の必要性が高まっています。そこで、

2020年基準では、品質調整に用いるデータや推計で工夫をこらしながら、「雑誌

広告」において、「新聞広告」と同様の手法を用いた部数（≒広告閲覧者数）に

よる品質調整の導入を検討します。 

３－５．効率的な指数作成 

現在、企業向けサービス価格指数では、1,100以上という多くの調査先にご協

力をいただきながら、価格調査を行っています22。このように、企業の皆様にご

負担をかけている中で、２節に挙げているような新しいサービスに対して調査

対象を拡大していくためには、「より効率的な価格調査設計」が求められます。

そうした取り組みとして、上述したオルタナティブ・データや、ウェブスクレイ

ピングの活用がありますが、それ以外の取り組み例の一つとして、調査先からの

情報を補完する形でのマクロ変数の活用も挙げられます（図表 25）。例えば、２

節で挙げた「研究開発投資」の価格指数を作成する際にも、個別企業の価格設定

スタンスに大きく影響されるような重要な情報（個別性が強いコスト構造や、コ

ストの多くを占める人件費の動向、マークアップ）は個社から調査する一方で、

他に投入される財やサービスの価格はＣＧＰＩやＳＰＰＩの品目指数などのマ

クロ変数を用いて算出しています23。こうした調査設計を行うことで、一つの調

査先にかける新たな負担を軽減しながら、個別性の強いデータに絞って幅広い

                                                   

22 なお、企業物価指数（ＣＧＰＩ）でも 1,700以上の調査先から価格調査を行っています。 

23 新規品目「サードパーティーロジスティクス」（詳しくは２－１．（１）参照）におけるモ

デル価格調査でも、個別企業により異なり得る重要な情報は個社から調査する一方、マクロ

変数を併用し、価格指数を算出する予定です。 
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調査先から調査することで、精度の高い物価指数の効率的な作成を目指します。 

３－６．オンライン調査の開始 

企業向けサービス価格指数では、従来、紙の調査票の郵送によって企業への調

査を実施してきました（図表 26）。もっとも、インターネットが広く普及する中、

近年は、感染症も契機としたテレワークの浸透もあって、メール等の電子ベース

による価格情報の授受を希望する調査先企業が増加していました。こうした電

子ベースでの調査は、テレワークにも対応しやすい手法であり、回答の迅速化・

効率化にも繋がるといった面で、調査先企業にとって利便性が高い調査方法と

考えられます。他方で、取引価格という機密性の高い情報の授受にあたっては、

情報セキュリティ面での頑健性をしっかりと確保する必要があります。 

これらの点を踏まえ、企業向けサービス価格指数では、2023 年３月価格の調

査から、紙の調査票による調査に加えて、「政府統計共同利用システム」を利用

したオンライン調査を開始しました。初回調査では、企業向けサービス価格指数

の調査先のうち、報告データの特性上、オンライン調査が不可である調査先を除

いたベースで約２／３（全ての調査先ベースで約半分）について、オンラインに

よる調査に移行しました。今後も、調査先企業の皆様から改善点などのご意見も

いただきながら、同システムの利用をさらに促進することで、調査票の授受に係

るセキュリティを向上させつつ、報告者負担の軽減を図っていく方針です。 

４．わが国統計の利便性・精度向上を企図した品目分類編成 

（１）基本的な考え方 

企業向けサービス価格指数では、原則として、企業間取引額を把握できる『産

業連関表』を参考にしながら小類別を設定していますが、指数の最小単位である

品目は、サービスの属性に応じてより細かい分類として設定しています（図表

27、28）。品目設定の基本的な考え方は、小類別を構成する個別のサービスのう

ち、①ウエイトが算定可能（各種統計を用いることで企業間取引額の推計が可能）

かつ、②継続調査が可能（品質一定の下で継続的な価格調査が可能）なサービス

について、品目として採用するというものです。品目選定の際は、細分化された

指数動向や、デフレーターとしての必要性も含めたユーザーニーズ、全体の指数

精度の維持の観点などを総合的に勘案して行ってきました。 

こうした基本的な考え方に変わりはありませんが、今回の基準改定では、特に、

「他統計との整合性」を意識した品目設定を行う方針です。従来から、品目設定

を行う際は、調査対象企業の属する業種ではなく、提供される商品（サービス）

をベースに定めていますが、サービスの生産活動を統一的に定義する分類はあ
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りませんでした。しかし、2019 年にサービス分野の生産物の定義を統一化する

ために、総務省「サービス分野の生産物分類」が策定されました。今回の基準改

定では、原則、「サービス分野の生産物分類」と整合的な品目設定を行います24。

こうした品目設定を行うことは、同じく「サービス分野の生産物分類」に依拠し

た他のサービス統計との整合性確保を通じて、ユーザー利便性の向上に資する

とともに、デフレーター機能の改善により、わが国の経済統計の精度向上に資す

ると考えています。 

（２）2020年基準改定における品目設定方針 

 基本的な考え方のもと、具体的には、以下のような新規品目や品目分割等を検

討しています。現時点における品目改廃案については、別添をご覧ください。 

① 新規品目 

今回の基準改定では、第２節で挙げたように、経済の「デジタル化の進展」や

「働き方の多様化」に対応して、７つの新規品目を設定予定です（図表 29）。具

体的には、①システム構築や輸送・保管など物流サービスを一括で提供する「サ

ードパーティーロジスティクス」や、②地図や関連データを活用した新しいサー

ビスが生まれている「地図・地理情報サービス」、③シェアオフィスや貸会議室

を含む「会議室等賃貸」を、新規品目として設定します。また、重要性が高まっ

ている無形資産に係るサービスとして、④「企業内研究開発」と、国内における

⑤「知的財産ライセンス」を設定します25。さらに、新型コロナウイルス感染症

の影響を捕捉するため、⑥旅行代理店が提供する「旅行サービス」と、⑦「スポ

ーツ施設提供サービス」も新たに品目を設定します。こうした品目設定も、それ

ぞれ「サービス分野の生産物分類」に則っています26。 

② 拡充品目 

今回の基準改定では、第２節で挙げたように、無形資産に係るサービスの価格

                                                   
24 なお、電力やガス、上水道の提供は、「サービス分野の生産物分類」において、サービ

スとして定義されています。もっとも、日本銀行が作成する物価統計では、当該サービス

を財の物価指数である「企業物価指数」として扱ってきました。こうした扱いは、ユーザ

ーにも定着していることから、統計の継続性を重視し、2020年基準においても現状の扱い

を維持します。なお、「消費者物価指数」においても、「電気・都市ガス・水道」は、財と

して分類されています。 

25 ただし、当該２品目は参考指数とする予定です（詳しくは脚注７、別添をご参照くださ

い）。 

26 例えば、①サードパーティーロジスティクス、②地図・地理情報サービス、③会議室等賃

貸は、「サービス分野の生産物分類」が新たに策定されたことで、サービスの定義・範囲が

明確化されました。 
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調査の拡充を図ります（前掲図表 29）。その一つとして、「著作権取引」を、「知

的財産ライセンス」の一環として調査を始めます。そこで、2015 年基準から設

定している「知的財産ライセンス」の輸出入取引は、既存の産業財産権取引だけ

でなく、著作権取引を含むように、品目範囲を拡大する予定です27。 

また、「サービス分野の生産物分類」策定に伴い、対象となるサービスの種類

が明確化されたことも踏まえ、品目「インターネット利用サポート」では新たに、

インターネットドメインの管理機関に登録を行う「ドメイン名登録サービス」や、

電磁的記録の改ざん等を解析する「コンピュータフォレンジックサービス28」を

新たに取り込みます。 

③ 分割品目 

今回の基準改定では、従来の品目について、価格動向の違いや、「サービス分

野の生産物分類」に則って、分割も検討します（前掲図表 29、図表 30）。例えば、

品目「不動産仲介・管理」は、2015 年基準で新たに設定した品目です。当品目

は、不動産の売買・賃貸を仲介する「不動産仲介」サービスと、不動産の運営・

保全業務等を提供する「不動産管理」サービスで構成されます。もっとも、2015

年以降のデータの蓄積によって、両サービスの価格動向は異なることが判明し

たことや、「サービス分野の生産物分類」では、両サービスを別個のサービスと

して分類していることから、当品目を２つの品目に分割することを検討します。 

また、品目「駐車場賃貸」も、これまでの価格蓄積において、月極契約で借り

る場合と時間貸契約で借りる場合の価格動向に差があることが確認されていま

す。当該サービスは、他統計をみると『産業連関表』や『国民経済計算（ＳＮＡ）』

では、保管を目的とする駐車場は「不動産賃貸」、それ以外の駐車場は「道路輸

送施設提供」に分類されていますが、一般的には、主に月極契約は前者に、時間

貸契約は後者に含まれると考えられます。こうしたことを総合的に考慮し、当品

目については、「駐車場賃貸（月極）」と「駐車場提供（時間貸）」の２つの品目

に分割し、前者は類別「不動産賃貸」、後者は類別「倉庫・運輸附帯サービス」

に設定することを検討します。 

このように、品目分割は、価格動向の違いのほか、他統計における分類も意識

しながら設定しており、個別のサービス金額の動きから価格変動の影響を取り

除く（実質化する）際の、精度向上に資するものと考えています。 

                                                   

27 輸出は、「知的財産ライセンス（輸送用機器）」「知的財産ライセンス（除輸送用機器）」を

統合したうえで、著作権取引を取り込む予定です。 

28 電磁的記録の証拠保全、調査及び分析を行うとともに、電磁的記録の改ざん及び毀損等

についての分析及び情報収集等を行うサービスです。 
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④ 統合品目 

サービスの内容や提供形態は日々変化しており、市場規模の急速な拡大・縮小

を伴いながら、複数の品目に跨る形で主力サービスが変化する場合もあります。

そうした大きな情勢変化が起こり得るケースで、従来の品目を統合した方が継

続調査に資すると考えられる場合には、価格動向の類似性を確認したうえで、統

合を検討します（前掲図表 30）。その際は、「サービス分野の生産物分類」も参

考にすることで、他統計との整合性にも配慮します。 

例えば、建物の「清掃」や「設備管理」、「衛生管理」といったサービスは、「サ

ービス分野の生産物分類」では「建物サービス」として、一つの分類で定義され

ました。実際に、そうしたサービスを一括で受注するケースも増えるなど、「複

合サービス」化する動きもみられることから、企業向けサービス価格指数でも、

これらのサービスを一つの品目として設定します。 

また、小口の荷物を配送する「宅配便」や「メール便」といったサービスは、

「サービス分野の生産物分類」では「宅配便サービス」として一つの分類で定義

されています。以前は、荷物の容積や重量が「宅配便」と「メール便」で明確に

異なっていましたが、近年は、「宅配便」でも、薄く小さいものを運搬するとい

う従来の「メール便」のサービス内容に近いサービスが拡大傾向にあります。ま

た、「宅配便」と「メール便」の価格動向は、概ね類似しています。これらを総

合的に考慮し、2020 年基準では、二つのサービスを一つの品目として設定する

予定です。 

こうした品目統合は、今後起こり得る業界構造や商慣行などの変化にも柔軟

に対応可能となる点において、調査の継続性向上にも資すると考えています。 

５．2020 年基準におけるウエイト算定方法 

（１）基本的な考え方 

企業向けサービス価格指数では、「固定基準ラスパイレス指数算式」を採用し、

品目のウエイトを基準年に固定しています（図表 31）。５年毎に実施する基準改

定においては、ウエイトを新しい基準年の値に更新することにより、経済・産業

構造の変化を取り込み、指数精度を確保しています。現行の企業向けサービス価

格指数のウエイトは、原則、５年毎に作成される『産業連関表』におけるサービ

ス部門の国内取引に該当する金額を用いて算出することとしています。すなわ

ち、企業間取引額（中間需要部門＋国内総固定資本形成＋家計外消費支出）のう

ち、輸入取引を控除することにより算出します。そのため、ウエイト算定では、

『産業連関表』を用いることが、基本的な考え方です。ただし、実務上は、『産

業連関表』が基準年の約４年後に公表されることを鑑み、企業向けサービス価格
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指数の基準改定の早期化を企図して、『産業連関表』を補完するために毎年作成

されている経済産業省『延長産業連関表』の計数を基に、ウエイトを算定してい

ます。今回の基準改定でも、早期の基準改定を実現するため、前回同様の手法に

基づき、主たるウエイトデータは『延長産業連関表』を用いる方針です。 

そのうえで、『産業連関表』では、基本分類（企業向けサービス価格指数にお

ける小類別）より細分化された単位での産出額データを提供していないため、一

部の例外を除いて、サービス別の企業間取引額を『産業連関表』から直接推計す

ることはできません。そのため、『経済センサス-活動調査』などのより詳細な統

計を用いて、品目などの詳細項目の企業間取引額を推計しています。 

（２）感染症の影響の考慮 

従来どおりであれば、基準年と同じ 2020年のデータを用いて、ウエイトデー

タを算出します。もっとも、新しい基準年となる 2020年は、新型コロナウイル

ス感染症の世界的な流行の影響で、国内外の経済活動が大きく変動した期間と

なっています（前掲図表 31）。実際に、2019 年から 2020年にかけて、対面型サ

ービスを中心に、売上高は大きく減少しました。特に、対面型サービス業であ

る「宿泊業」や「飲食サービス業」、「娯楽業」などの下落が大きいことが分か

ります。一方、その後は、感染症の影響が緩和していくに従って、売上高が回

復しています。このように、感染症が経済活動に大きな変動を作り出す中、基

準となるウエイトをどのように設定するかは、検討ポイントの一つです。 

今回の基準改定では、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、企業向けサ

ービス価格指数・2020 年基準のウエイトとして、感染症の影響が大きくみられ

た基準年である 2020 年と、感染症の影響を受ける前の 2019 年の平均値を採用

することが妥当と考えています。具体的には、『延長産業連関表』の 2019年計数

と 2020 年計数の平均値を採用することとします29。なお、こうした対応は、日

本銀行の 2020 年基準・企業物価指数（ＣＧＰＩ）や総務省統計局の 2020 年基

準・消費者物価指数（ＣＰＩ）と同じ対応です。また、国際的なＰＰＩマニュア

ルにおいても、ウエイト参照期間は、「合理的にみて通常／安定的（reasonably 

normal/stable）」であることが推奨されており、今回の措置と整合的なものと考

えています。 

                                                   
29 『延長産業連関表』の基本分類の産出額を基に算出される「企業向けサービス価格指数」

の小類別ウエイトを、下位分類である品目ウエイトに分割する際は、主に『経済センサス-

活動調査』を用いています。『経済センサス-活動調査』は、５年毎に実施されることから、

2019年・2020年の平均値を算出することは困難です。そうしたデータ制約から、品目ウエ

イトへの分割時には、2020年単年のデータを用いることとします。 
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６．おわりに 

本稿では、企業向けサービス価格指数の 2020年基準改定の基本方針と、その

背景となる考え方についてお示ししました。これについて、広く皆様からのご意

見・ご提案を募集します。その後、皆様からのご意見・ご提案を踏まえた最終案

を改めて公表する予定です。なお、2020 年基準改定結果の公表と新基準指数へ

の移行は、現時点では 2024年央を予定しています。 

デジタル経済の進化や無形資産の重要性の高まりなど構造的な変化がみられ

るほか、経済に大きなショックを与えた新型コロナウイルス感染症の影響など、

近年のわが国経済は大きく変化しています。そうした中で、経済を映し出す鏡で

ある物価統計も、それに合わせて変化していく必要があります。日本銀行では、

今回の基準改定を通じて、経済・産業構造の変化や統計作成をめぐる環境の変化

に対応して見直すべき点がないかを丹念に検証し、指数精度改善や効率的な指

数作成に向けた取り組みを進めるとともに、ユーザーの皆様の利便性向上に努

めていく方針です。 

平素より統計調査にご協力いただいている企業の皆様やユーザーの皆様から、

より良い物価指数の作成に向けたご意見・ご提案を賜りますよう、お願い申し上

げます。 

以  上 
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補論１．2015年基準ＳＰＰＩの動向①：デジタル関連サービス 

 

 日本銀行が作成する物価指数では、わが国経済で進展するデジタル化の動き

を適切に取り込んできました。例えば、2022 年に実施した企業物価指数・2020

年基準改定では、自動車の電動・電装化や情報通信技術の高度化・デジタル化な

どに対応したデジタル関連財の価格調査を新たに始めました。また、企業向けサ

ービス価格指数においても、前回の 2015年基準改定では、サービスのデジタル

化の動きの捕捉を企図して、様々なデジタル関連サービスの調査拡充を行いま

した。本補論では、2015 年基準改定で新しく取り込んだ主なデジタル関連サー

ビスの価格推移を振り返るとともに、2020 年基準改定での検討方針をお示しし

ます。 

 

１．品目「インターネット広告」 

  品目「インターネット広告」では、インターネットを利用している媒体（ホ

ームページやＳＮＳ、動画など）における広告料を対象としています。インタ

ーネット広告の市場規模拡大は目覚ましく、近年はいわゆる４媒体広告（テレ

ビ、ラジオ、新聞、雑誌）を超えたとの指摘もあります（補論図表１）。また、

広告配信技術（アドテクノロジー）の発展に伴い、効果的な広告を配信するた

めに様々なタイプの広告出稿がみられ、主力形式が変化していることも特徴

的です。例えば、2010 年基準時は、掲載面、期間、表示回数、金額等が予め

定まった広告枠に出稿する「予約型広告」が多かったものの、現在では、個人

の購買情報や閲覧履歴などを活用したうえで、リアルタイムにオークション

形式で取引される「運用型広告」が一般的です。また、商品購入、資料請求、

会員登録等の成果に応じて広告費が支払われる「成果報酬型広告」も広がって

います。 

前回の基準改定では、こうしたインターネット広告における急速な変化を反

映すべく、調査対象サービスの構成を見直しました。特に、「運用型広告」に

ついては、ユーザーが検索したキーワードに連動した広告を検索結果画面に表

示する「リスティング広告」のほか、ウェブサイトの内容やユーザーの閲覧履

歴などをもとに、効果が高いと推測される広告を表示する「ディスプレイ広告」、

「動画広告」の価格を採用しています（補論図表２）。 

こうした見直しを反映した 2015年基準価格指数の動向をみると、2010年基

準指数では低下していた 2017 年から 2019 年の間も、上昇を続けていたこと

が明らかになりました。これは、インターネット広告内で需要が高まっている

タイプの広告を調査に取り込んだことで、価格動向を的確に捕捉できたものと

考えられます。その後は、新型コロナウイルス感染症拡大を受けた出稿需要減
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退を受けて、大きく下落しました。もっとも、2021 年入り後は上昇に転じて

おり、均してみれば、前年比＋５％程度の上昇を続けています。 

このように、変化の大きい品目「インターネット広告」では、業界動向を適

切に反映した調査設計が肝要です。最近では、通信の高速化を背景に、静止画

である「ディスプレイ広告」に比べ、映像・音声・文字による訴求効果が高い

「動画広告」の出稿が増加しています。また、より詳細なターゲティングが可

能で、ユーザーによって拡散されやすい「ＳＮＳ広告」の人気も高まっていま

す。そのため、2020年基準改定では、「運用型広告」において、「動画広告」「Ｓ

ＮＳ広告」の調査拡充を図り、インターネット広告の需給動向を適切に反映し

ていく予定です（詳細は２－１．（３）を参照）。 

 

２．品目「ポータルサイト・サーバ運営」 

  品目「ポータルサイト・サーバ運営」は、2015 年基準改定において、近年

のインターネットポータルサイトの増加等を踏まえ、品目分割を行うことで

設定された品目です（補論図表３）。その際、ショッピングサイトやグルメ情

報サイトだけでなく、宿泊予約や不動産情報サイトなど、様々なインターネッ

トポータルサイトを調査対象として拡大しました。 

そうした調査価格構成のもと、2015 年以降の品目指数を振り返ると、2015

年から 2017 年までは、概ね横ばいで推移していましたが、2018 年から 2019

年にかけて明確に上昇しました。その後、2020 年春の感染症拡大直後は、一

部サイトでの一時的な振れを伴いながらも、対面型サービス活動の停滞を背景

に全般的に指数が下落しました。もっとも、2021 年以降は、感染症の影響が

緩和していく中、再び指数は緩やかな上昇傾向を示しています。 

このように、品目「ポータルサイト・サーバ運営」では、様々なインターネ

ットポータルサイトを調査対象として拡大した結果、2020 年の感染症拡大前

後の価格変動をタイムリーに捉えることができました。2020 年基準改定にお

いても、拡大している「ダイレクト・リクルーティング」を新たに取り込むな

ど、業界動向を適切に反映していく予定です（詳細は２－１．（４）を参照）。 
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３．小類別「ソフトウェア開発」 

  小類別「ソフトウェア開発」に属する品目「組込みソフトウェア」と「受託

開発ソフトウェア（除組込み）」は、2015年基準改定において、需要が増加し

ているソフトウェア開発分野の価格動向をより仔細に把握するために、品目

分割を行うことで設定された品目です（補論図表４）。企業物価指数・2020年

基準改定で、自動車の電動・電装化や電気機器のデジタル化に対応したデジタ

ル関連財を取り込んだように、近年、様々な製品にソフトウェアが組み込まれ

ており、「組込みソフトウェア」では、そうしたデジタル化された製品に組み

込まれるソフトウェアの開発サービスの価格を調査しています。一方、品目

「受託開発ソフトウェア（除組込み）」では、官公庁や金融業向けを中心に、

オーダーメードのソフトウェア開発を調査しています。 

  2015 年以降の両品目の指数動向を振り返ると、システムエンジニアの人手

不足等を背景に、両品目とも上昇傾向がみられます。もっとも、新型コロナウ

イルス感染症の拡大以降、両品目の動向にやや差異が出ています。品目「受託

開発ソフトウェア（除組込み）」では、2021年前半にかけて、テレワーク用途

やワクチン接種関連のソフトウェア開発などによって上昇する局面がみられ

ましたが、その後は当該需要の剥落や金融業の抑制的なソフトウェア投資も

背景に、上昇が一服しています。一方、品目「組込みソフトウェア」は、自動

車や電気機器のデジタル化需要が堅調なもとで、上昇を続けています。 

このように、ソフトウェア開発について品目分割してより仔細に把握をする

ことで、開発用途による価格動向の差異を指数として示すことができたと考え

ています。2020 年基準改定でも、品目分割をすることが価格動向の現状把握

に資する場合には、実務上の制約などを考慮しつつ、積極的に実施する考えで

す（詳しくは本稿４．（２）をご覧ください）。 
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補論２．2015年基準ＳＰＰＩの動向②：卸売サービス価格指数 

 

 2015 年基準の「企業向けサービス価格指数」から、参考指数として「卸売サ

ービス価格指数」の作成・公表を開始しました。本補論では、この間に蓄積され

た約８年間の同指数の推移を振り返ります。 

 

１．卸売サービス価格の概念と調査方法30 

  卸売サービス（卸売企業が提供するサービス）は、卸売企業が、取扱商品の

仕入・販売活動を通じて提供するサービスです（補論図表５）。卸売業が元来

有する、①商流機能（販売先の望む商品を調達し、仕入先の代わりに販路を開

拓）、②取引コスト低減機能（流通経路のハブとなることで取引数を減らし、

事務コストや取引に係る各種リスクを低減）、③品揃え機能（販売ロット小口

化や商品取り揃えにより、多様な需要に対応）に加えて、副次的に提供される、

④情報提供機能（取引情報を集約し、マーケティング等に活用）や、⑤物流機

能（配送や倉庫サービス、在庫管理代行）などの機能も含まれます。卸売業は、

これらの機能を一体のサービス（いわゆる「複合サービス」）として提供して

います。 

「企業向けサービス価格指数」では、この卸売サービスの「価格」を、「商

品取扱量１単位当たりの卸売サービスの価格（単位当たりマージン額）」と定

義して調査しています。実際の調査では、原則、「マージン額調査（販売単価

と仕入単価を聴取してマージン額を算出）」を行っていますが、調査先企業の

データ管理などに合わせて「マージン率調査（マージン率のみ調査）」も実施

しています31,32,33。いずれの手法を適用するかに関わらず、多くの調査先企業

からは、会計情報をもとにご報告いただいています。そのため、四半期毎のデ

                                                   

30 卸売サービス価格の調査の詳細については、日本銀行調査論文「『卸売サービス価格指数』

の作成方法について」（2018年５月）、同「企業向けサービス価格指数・2015年基準改定結

果－改定結果の概要と 2015 年基準指数の動向－」（2019 年６月）に加え、日本銀行ホーム

ページに掲載している「企業向けサービス価格指数（2015 年基準）の解説」、「調査対象サ

ービス一覧」をご参照ください。 

31 卸売サービス価格全体で、「マージン額調査」と「マージン率調査」の割合は、概ね２：

１となっています。 

32 取扱商品に対応する価格指数として、企業物価指数の該当する品目指数が利用可能です。

企業物価指数は、卸売企業にとって仕入価格に対応する概念になりますので、厳密には、企

業物価指数にマークアップ率（＝マージン率／（１－マージン率））を乗じることになりま

す。 

33 なお、類似した概念である「マージン率」と「マークアップ率」は、それぞれ「マージン

率」＝「マージン額（「販売単価」－「仕入単価」）」／「販売単価」、「マークアップ率」＝

「マージン額（「販売単価」－「仕入単価」）」／「仕入単価」で定義されます。 
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ータをご報告いただくことが多いことから、当指数は、四半期指数かつ四半期

公表（２、５、８、11 月下旬の企業向けサービス価格指数の公表日）の形態を

採用しています。こうした「卸売サービス価格指数」は、『国民経済計算（Ｓ

ＮＡ）』のデフレーターとして採用されるなど、サービス価格を捕捉する経済

指標の一つとして利用されています。 

２．2015年以降の指数動向 

  2015年以降の「卸売サービス価格指数」の推移をみると、2019年前半まで

は概ね横ばいで推移した一方、それ以降、はっきりとした上昇傾向にあります

（補論図表６）。この動きを子細にみるため、簡易的に試算した卸売業の、「販

売単価」、「仕入単価」、そして「マージン率（指数）34」をみると、基本的には、

「販売単価」の上昇は、「仕入単価」の上昇に連動しています。もっとも、「マ

ージン率」も緩やかに変動しています。2016年や 2020年の国際商品市況の下

落局面では、「マージン率」が上昇する一方、その後の国際商品市況上昇局面

では、「マージン率」は低下しています。すなわち、卸売業は、基本的には「仕

入単価」の変動を「販売単価」に転嫁しながらも、「マージン率」を変化させ

ることで、「販売単価」の変動を抑制していることが見て取れます。 

この「マージン率」の変化は、仕入価格の変化を前提とした時に企業がどの

ようにマージンを設定しているか、すなわち卸売業のサービスの価格設定スタ

ンスの変化を示していると考えられます。そこで、このマージンの変化を他統

計と比較する観点から、短観（卸売業35）の「販売価格判断ＤＩ」と「仕入価

格判断ＤＩ」の差分（いわゆる卸価格と仕入価格の差分）と比較すると、この

間の動きは概ね一致します。このことは、「卸売サービス価格」調査が、卸売

業の価格設定スタンスを適切に捕捉している証左の一つと考えられます。 

３．2020年基準での指数体系・公表体制 

2015 年基準・企業向けサービス価格指数では、卸売サービス価格指数につ

いて、四半期指数として四半期に一度公表しています（例えば、１～３月の値

                                                   

34 各調査価格のマージン率を、2015 年平均＝100 として指数化したうえで、調査価格ウエ

イトで加重平均したものです。マクロ全体のマージン率の推移としては、マージン率の水準

も考慮した平均値が適当ですが、当試算では簡略化しています。 

35 ここでは、短観・卸売業のうち中小企業の「販売価格判断ＤＩ」と「仕入価格判断ＤＩ」

を用いています。これは、「卸売サービス価格」は国内において提供される卸売サービス価

格を調査対象としていることから、国際的な取引も多く取り扱う大手商社が含まれる短観・

卸売業の大企業よりも、国内取引を多く取り扱うと考えられる短観・卸売業の中小企業の価

格設定と整合的と考えられるためです。 
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を５月に公表）。卸売サービス価格指数が、四半期指数・四半期に一度の公表

としているのは、多くの調査先企業が四半期決算毎に集計される会計情報を利

用していることから、これらの情報を十分に反映できるようにするためです。

そのため、月次で公表する企業向けサービス価格指数の「総平均」には含めな

い扱いとしています36。 

現状でも、指数作成に必要な会計情報を月次で利用できる調査先は僅少であ

ることから、卸売サービス価格指数の指数体系・公表体制は、引き続き、2015

年基準における扱いと同様とする予定です。 

                                                   
36 もっとも、卸売を含めた企業向けサービス全体の価格動向を把握できるようにするため、

卸売サービス価格指数の公表時には、あわせて「卸売を含む総平均」も公表しています。2020

年基準では、同じく参考指数として公表を予定している企業内研究開発と卸売サービスを

含む総平均指数を公表する予定です（詳しくは別添参照）。 



 

２ ０ ２ ３ 年 ５ 月 

日 本 銀 行 

調 査 統 計 局 

企業向けサービス価格指数 
2020年基準改定の基本方針 

＜図表編＞ 
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4.23 The period chosen as weight 
reference period should be (i) 
reasonably normal/stable and 
(ii) not too distant from the price 
reference period.

4.26 In some instances, a single 
year’s data may not be adequate 
either because of unusual 
economic conditions or 
insufficient sample sizes from 
survey data. An average of 
several years’ data may provide 
the best weight reference period
because it reduces the sampling 
and seasonal variance of the 
production or sales for a given 
size of the annual sample.
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（別添）

１．基本分類指数

①新規品目

2015年基準小類別 2015年基準品目 2020年基準小類別 2020年基準品目

その他の不動産賃貸 会議室等賃貸

旅行サービス 旅行サービス

サードパーティーロジスティクス サードパーティーロジスティクス

土木建築サービス 地図・地理情報サービス

スポーツ施設提供サービス スポーツ施設提供サービス

②分割品目

2015年基準小類別 2015年基準品目 2020年基準小類別 2020年基準品目

不動産仲介

不動産管理

その他の不動産賃貸 駐車場賃貸（月極）

道路輸送施設提供 駐車場提供（時間貸）

通信機器・サービス業用機械レンタル

事務用機器レンタル

電気機械器具修理 産業用機械器具修理

機械修理（除電気機械器具） 事務用機械器具修理

③統合品目

2015年基準小類別 2015年基準品目 2020年基準小類別 2020年基準品目

宅配便

メール便

受託計算（除クラウドアプリケーション）

情報処理サービス

月刊誌

週刊誌

車検・定期点検・一般整備

自動車整備（事故整備）

土木設計

測量

地質調査

清掃

設備管理

衛生管理

④拡充品目

2015年基準小類別 2015年基準品目 2020年基準小類別 2020年基準品目

情報処理・提供サービス 受託計算（クラウドアプリケーション） ⇒ インターネット附随サービス ＩＣＴアプリケーション共用サービス

インターネット附随サービス インターネット利用サポート ⇒ インターネット附随サービス インターネット利用サポート

⑤名称変更品目

2015年基準小類別 2015年基準品目 2020年基準小類別 2020年基準品目

倉庫 冷蔵倉庫 ⇒ 倉庫 冷蔵・冷凍倉庫

教育訓練サービス 社員研修サービス ⇒ 教育訓練サービス 研修・職業訓練受託サービス

洗濯 普通洗濯 ⇒ 洗濯 クリーニングサービス

⑥移管品目

2015年基準小類別 2015年基準品目 2020年基準小類別 2020年基準品目

その他の不動産賃貸 駐車場賃貸 ⇒ 道路輸送施設提供 駐車場提供（時間貸）

インターネット附随サービス インターネットデータセンター ⇒ 固定電気通信 インターネットデータセンター

情報処理・提供サービス 受託計算（クラウドアプリケーション） ⇒ インターネット附随サービス ＩＣＴアプリケーション共用サービス

その他の広告 ラジオ広告 ⇒ テレビ・ラジオ広告 ラジオ広告

品目改廃案

未採用 ⇒

不動産仲介・管理 不動産仲介・管理 ⇒ 不動産仲介・管理

その他の不動産賃貸 駐車場賃貸 ⇒

レンタル 通信・サービス業用・事務用機器レンタル ⇒

出版 ⇒ 出版 雑誌

レンタル

機械修理 ⇒ 機械修理

道路貨物輸送 ⇒ 道路貨物輸送 宅配便・メール便

情報処理・提供サービス ⇒ 情報処理・提供サービス 情報処理サービス

建物サービス ⇒ 建物サービス 建物サービス

自動車整備 ⇒ 自動車整備 自動車整備

土木建築サービス ⇒ 土木建築サービス 土木設計・測量・地質調査



２．参考指数

①新規項目

2015年基準参考指数 2015年基準項目 2020年基準参考指数 2020年基準項目

研究開発価格指数 企業内研究開発

知的財産ライセンス価格指数 知的財産ライセンス（国内）

②拡充項目

2015年基準参考指数 2015年基準項目 2020年基準参考指数 2020年基準項目

卸売を含む総平均 総平均（卸売、企業内研究開発含む）

卸売を含む総平均（除く国際運輸）
総平均（卸売、企業内研究開発含む）（除
く国際運輸）

輸入サービス価格指数 知的財産ライセンス ⇒ 知的財産ライセンス価格指数 知的財産ライセンス（輸入）

③統合・拡充項目

2015年基準参考指数 2015年基準項目 2020年基準参考指数 2020年基準項目

知的財産ライセンス（輸送用機器）

知的財産ライセンス（除輸送用機器）

清掃（民間向け）

設備管理（民間向け）

清掃（官公庁向け）

設備管理（官公庁向け）

品目改廃案（続き）

未採用 ⇒

卸売サービス価格指数 ⇒ 総平均（卸売、企業内研究開発含む）

輸出サービス価格指数 ⇒ 知的財産ライセンス価格指数 知的財産ライセンス（輸出）

基本分類構成項目 ⇒ 基本分類構成項目

建物サービス（民間向け）

建物サービス（官公庁向け）



１．基本分類指数

大　類　別 類　別 小　類　別 品　目

金融・保険 金融 金融手数料 為替業務手数料

銀行業務手数料（除為替）

証券業務手数料

証券事務委託手数料

リテール決済加盟店手数料

取引所業務手数料

保険 損害保険 信用保証

火災保険

自動車保険（任意）

自動車保険（自賠責）

海上・運送保険

賠償責任保険

不動産 不動産仲介・管理 不動産仲介・管理 （分） 不動産仲介

（分） 不動産管理

不動産賃貸 事務所賃貸 事務所賃貸（東京圏）

事務所賃貸（名古屋圏）

事務所賃貸（大阪圏）

事務所賃貸（その他地域）

その他の不動産賃貸 店舗賃貸

倉庫賃貸

ホテル賃貸

（新） 会議室等賃貸

（分） 駐車場賃貸（月極）

運輸・郵便 旅客輸送 鉄道旅客輸送 新幹線

鉄道旅客輸送（除新幹線）

道路旅客輸送 乗合バス

貸切バス

ハイヤー・タクシー

海上旅客輸送 内航旅客輸送

国際航空旅客輸送 国際航空旅客輸送

国内航空旅客輸送 国内航空旅客輸送

陸上貨物輸送 鉄道貨物輸送 鉄道貨物輸送

道路貨物輸送 （統） 宅配便・メール便

自動車貨物輸送（農林水産・食料工業品）

自動車貨物輸送（鉱産品・化学工業品）

自動車貨物輸送（金属機械工業品）

自動車貨物輸送（軽・雑工業品）

海上貨物輸送 外航貨物輸送 外航貨物輸送（除外航タンカー）

外航タンカー

内航貨物輸送 ＲＯＲＯ船

貨物船（除ＲＯＲＯ船）

内航タンカー

自動車航送船

港湾運送 港湾運送

航空貨物輸送 国際航空貨物輸送 国際航空貨物輸送

国内航空貨物輸送 国内航空貨物輸送

倉庫・運輸附帯サービス 倉庫 普通倉庫

（名） 冷蔵・冷凍倉庫

こん包 こん包

道路輸送施設提供 高速自動車国道

都市高速道路

一般有料道路

（分・移） 駐車場提供（時間貸）

水運附帯サービス 水運附帯サービス

航空施設管理・航空附帯サービス 航空施設管理・航空附帯サービス

旅行サービス （新） 旅行サービス

サードパーティーロジスティクス サードパーティーロジスティクス （新） サードパーティーロジスティクス

郵便・信書便 郵便・信書便 内国郵便・信書便

国際郵便

情報通信 通信 固定電気通信 固定電話

インターネット接続サービス

専用線

ＷＡＮサービス

（移） インターネットデータセンター

移動電気通信 移動電気通信

アクセスチャージ アクセスチャージ

放送 放送 公共放送

有線放送

情報サービス ソフトウェア開発 受託開発ソフトウェア（除組込み）

組込みソフトウェア

パッケージソフトウェア

情報処理・提供サービス （統） 情報処理サービス

情報提供サービス

（注）１.の（ ）は品目改廃案。具体的には、(新)は新規、(分)は分割、(統)は統合、(拡)は拡充、(名)は名称変更、(移)は移管を示す。

品目分類編成案



１．基本分類指数（続き）

大　類　別 類　別 小　類　別 品　目

情報通信 情報サービス 情報処理・提供サービス 市場調査・世論調査・社会調査

（続き） （続き） （続き） システム等管理運営受託

インターネット附随サービス インターネット附随サービス ポータルサイト・サーバ運営

（拡・移） ＩＣＴアプリケーション共用サービス

（拡） インターネット利用サポート

映像・文字情報制作 映像情報制作 テレビ番組制作

新聞 新聞

出版 （統） 雑誌

書籍

リース・レンタル リース リース 産業機械リース

工作機械リース

土木・建設機械リース

医療用機器リース

商業・サービス業用機械設備リース

通信機器リース

電子計算機・同関連機器リース

事務用機器リース

自動車リース

レンタル レンタル 建設機械レンタル

仮設資材レンタル

（分） 通信機器・サービス業用機械レンタル

電子計算機レンタル

（分） 事務用機器レンタル

レンタカー

広告 広告 テレビ・ラジオ広告 テレビ広告（タイム）

テレビ広告（スポット）

（移） ラジオ広告

新聞・雑誌・その他の広告 新聞広告

雑誌広告

インターネット広告

交通広告

屋外広告

折込広告

ダイレクトメール広告

フリーペーパー・フリーマガジン広告

諸サービス 下水道・廃棄物処理 下水道 下水道

廃棄物処理 一般廃棄物処理

産業廃棄物処理

自動車整備・機械修理 自動車整備 （統） 自動車整備

機械修理 （分） 産業用機械器具修理

（分） 事務用機械器具修理

専門サービス 法務・財務・会計サービス 弁護士サービス

弁理士サービス

司法書士サービス

公認会計士サービス

税理士サービス

その他の専門サービス 土地家屋調査士サービス

行政書士サービス

社会保険労務士サービス

不動産鑑定評価

技術サービス 土木建築サービス 建築設計

（新） 地図・地理情報サービス

（統） 土木設計・測量・地質調査

商品・非破壊検査・計量証明 商品検査

サービス 非破壊検査

環境計量証明

その他の技術サービス プラントエンジニアリング

プラントメンテナンス

職業紹介・労働者派遣サービス 職業紹介サービス 職業紹介サービス

労働者派遣サービス 専門技術者派遣

事務・販売派遣

製造・物流派遣

建物サービス・警備 建物サービス （統） 建物サービス

警備 機械警備

警備（除機械警備）

その他諸サービス 教育訓練サービス （名） 研修・職業訓練受託サービス

保健衛生 保健衛生

コールセンター コールセンター

宿泊サービス 宿泊サービス

給食サービス 給食サービス

洗濯 （名） クリーニングサービス

リネンサプライ

スポーツ施設提供サービス （新） スポーツ施設提供サービス

品目分類編成案（続き）



〔参考系列〕契約通貨ベース

大　類　別 類　別 小　類　別 品　目

運輸・郵便 海上貨物輸送 外航貨物輸送 外航貨物輸送（除外航タンカー）

外航タンカー

航空貨物輸送 国際航空貨物輸送 国際航空貨物輸送

〔参考系列〕総平均（除く国際運輸）

項　目

運輸・郵便（除く国際運輸）

国際運輸

２．参考指数

①総平均（卸売、企業内研究開発含む）

項　目

（拡） 総平均（卸売、企業内研究開発含む）

（拡） 総平均（卸売、企業内研究開発含む）（除く国際運輸）

②卸売サービス価格指数

項　目

卸売

繊維・衣服等卸売

飲食料品卸売

建築材料、鉱物・金属材料等卸売

機械器具卸売

その他の卸売

③研究開発価格指数

項　目

（新） 企業内研究開発

④輸出サービス価格指数

項　目

円ベース 外航貨物輸送

国際航空貨物輸送

契約通貨ベース 外航貨物輸送

⑤輸入サービス価格指数

項　目

円ベース 国際航空旅客輸送

外航貨物輸送

外航貨物用船料

契約通貨ベース 外航貨物輸送

外航貨物用船料

⑥知的財産ライセンス価格指数

項　目

円ベース （新） 知的財産ライセンス（国内）

（統・拡） 知的財産ライセンス（輸出）

（拡） 知的財産ライセンス（輸入）

⑦基本分類構成項目

項　目

リース リース料率

建物サービス （統・拡） 建物サービス（民間向け）

（統・拡） 建物サービス（官公庁向け）

警備 警備（除機械警備）（民間向け）

警備（除機械警備）（官公庁向け）

⑧消費税を除く企業向けサービス価格指数

　※基本分類指数と同じ。ただし、契約通貨ベースの指数は含まない。

⑨消費税を除く参考指数

　※①総平均（卸売、企業内研究開発含む）、②卸売サービス価格指数、③研究開発価格指数、⑥知的財産ライセンス価格指数（国内）のみ。

（注）２.の（ ）は項目改廃案。具体的には、(新)は新規、(統)は統合、(拡)は拡充を示す。

品目分類編成案（続き）

総平均（除く国際運輸）


